
 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援学校における障がい種に応じた 

専門性の向上と指導の充実に関する研究 
 

－自立活動指導資料（肢体不自由）の作成を通して－ 
 

 

【研究の概要】 

 肢体不自由特別支援学校の自立活動においては、身体の動きやコミュニケーションの状態等

により生じる困難さを改善・克服するための教育実践が積み重ねられている。一方で、肢体不

自由のある児童生徒の実態が多様化する中、教員が個別の指導計画作成における個々の実態把

握やその実態に応じた指導目標・内容の設定に困難さを感じている現状があり、教員の専門性

の向上や指導の充実が課題となっている。本研究では、肢体不自由教育における教員の専門性

を明らかにし、自立活動指導資料としてまとめた。自立活動指導資料を活用した授業実践を通

して、教員の専門性の向上と指導の充実を図ることができた。 

 

キーワード：肢体不自由特別支援学校＿身体の動き＿コミュニケーション＿個別の指導計画 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 

岩 手 県 立 総 合 教 育 セ ン タ ー 

長 期 研 修 生 

所属校 岩手県立盛岡となん支援学校 

齊藤 香子



目次 

Ⅰ 研究主題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

Ⅱ 主題設定の理由・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

Ⅲ 研究の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

Ⅳ 研究の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

Ⅴ 研究の見通し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

Ⅵ 研究の構想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 １ 肢体不自由教育における教員の専門性と指導の充実に関する基本的な考え方・・・・・・・・２ 

  （１）肢体不自由について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

  （２）肢体不自由のある児童生徒の学びの場・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

  （３）肢体不自由特別支援学校の教育課程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 （４）肢体不自由のある児童生徒への指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 （５）肢体不自由教育における現状及び課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 （６）自立活動の指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 （７）本研究における「肢体不自由教育における教員の専門性」の捉え・・・・・・・・・・・８ 

２ 肢体不自由教育における教員の専門性の向上と指導の充実のための手立て・・・・・・・・・９ 

 （１）肢体不自由教育における教員の専門性に関する調査・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 （２）「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）の作成・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

 （３）「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）を活用した授業実践 ・・・・・・・・・・・10 

３ 検証計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

４ 研究構想図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

Ⅶ 研究実践・結果の分析と考察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

 １ 肢体不自由教育における教員の専門性に関する調査結果（手立て１）・・・・・・・・・・・・12 

  （１）調査の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  （２）調査対象・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  （３）調査方法及び調査内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  （４）調査結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

 ２ 「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）の作成（手立て２）・・・・・・・・・・・・・・16 

 ３ 「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）に関する分析と考察（手立て３）・・・・・・・・16 

  （１）授業実践による分析と考察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

  （２）調査結果による分析と考察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27 

 ４ 「自立活動指導資料（肢体不自由）」の完成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31 

Ⅷ 研究のまとめ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31 

 １ 全体考察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31 

 ２ 研究の成果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32 

 ３ 今後の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32 

Ⅸ 引用文献及び参考文献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 



1 

 

Ⅰ 研究主題 

  特別支援学校における障がい種に応じた専門性の向上と指導の充実に関する研究 

  －自立活動指導資料（肢体不自由）の作成を通して－ 

 

Ⅱ 主題設定の理由 

『特別支援学校学習指導要領（小学部・中学部）』（平成29年）では、「自立活動の指導は、障害によ

る学習上又は生活上の困難を改善・克服し、自立し社会参加する資質を養うため」に行うことが明確

に示されており、自立活動は、障がいのある児童生徒の教育において、教育課程上重要な位置を占め

ている。また、『特別支援学校教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小学部・中学部）』

(平成30年)（以下、『自立活動編』とする）では、「自立活動の指導に当たっては、幼児児童生徒一人

一人の実態を的確に把握して個別の指導計画を作成し、それに基づいて指導を展開しなければならな

い」と示されており、自立活動の個別の指導計画を作成する上で、最も重要な点を「実態把握から指

導目標（ねらい）を設定するまでのプロセスにある」としている。 

肢体不自由特別支援学校においては、児童生徒の障がいの重度・重複化、多様化の傾向が顕著(1)で、

医療的ケア(2)を必要とする児童生徒も増えてきている。このような実態に対応するために、自立活動

の指導を中心とした教育課程を編成する学校が多くなってきており、これまで以上に自立活動の指導

の充実が求められている(3)。本県の肢体不自由特別支援学校においても、障がいの重度・重複化、多

様化が見られる(4)。また、教員については、他障がい種の特別支援学校からの人事異動により初めて

肢体不自由教育に携わる、あるいは、初めて重複学級の担当をするということがあるため、肢体不自

由のある児童生徒の自立活動の指導に関する校内研修が行われている。しかし、「実際の教育の現場

では、比較的『重い障害がある』といわれる子供について、個々の指導内容をいかに設定するか、ま

た、どのような方法で指導を行うかについて困惑している」という報告がある(5)。このことから、個

別の指導計画作成における児童生徒の実態把握や指導目標・内容の設定、授業実践や肢体不自由教育

でこれまで培われてきた知識や技術の継承による指導の充実や教員の専門性の維持・向上が課題であ

ると考える。 

これらの課題を改善するためには、肢体不自由特別支援学校の教員一人一人が、蓄積されてきた教

育実践や肢体不自由教育に関する理論等を学び、児童生徒一人一人の障がいの特性や実態に応じた個

別の指導計画を作成し、それに基づいた授業を行うことで、指導の充実を図る必要がある。また、肢

体不自由教育の専門的な指導を継承し、専門的な視点を踏まえた授業実践を積み重ねることで、肢体

不自由のある児童生徒の自立と社会参加のための資質・能力の育成につながるものと考える。 

そこで本研究では、肢体不自由教育における教員の専門性の要素を明らかにし、整理する。その上

で、専門的な視点や内容等を示した「自立活動指導資料（肢体不自由）」を作成し、その資料を活用し

た授業実践を行うことにより、教員の専門性の向上と指導の充実を目指すものである。 

                                                      
(1) 文部科学省が令和３年に発表した「特別支援教育資料（令和２年度）」によると、全国の特別支援学校のうち、肢体不自由特別支

援学校（小・中学部）では、51.6％の児童生徒が重複障害学級に在籍している。 
(2) 文部科学省（2022）『障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～』、ジ

アース教育新社、p.331 には、「『医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律』では、『人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸
引その他の医療行為をいう』とされている。また、一般的には、医療的ケアとは、病院などの医療機関以外の場所（学校や自宅など）
で日常的に継続して行われる、喀痰吸引や経管栄養、気管切開部の衛生管理、導尿、インスリン注射などの医療行為を指し、病気治
療のための入院や通院で行われる医行為は含まれないものとされている」とある。 

(3) 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（令和２年）『特別支援教育の基礎・基本 2020』、ジアース教育新社、pp.198-199 
(4) 本県で、主に肢体不自由のある児童生徒を対象とする特別支援学校である盛岡となん支援学校では、令和３年度は 88％の児童生

徒が重複学級に在籍している（学校要覧、児童生徒数より算出。在籍率は重複学級に在籍する児童生徒数を全ての児童生徒数で割っ
たものである）。 

(5) 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（令和２年）『特別支援教育の基礎・基本 2020』、ジアース教育新社、p.247 
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Ⅲ 研究の目的 

  肢体不自由特別支援学校において、肢体不自由のある児童生徒の将来の自立や社会参加に必要な資

質・能力を育成するために、肢体不自由の専門的な視点を踏まえた自立活動の授業実践を通して、教

員の専門性の向上と指導の充実に資する。 

 

Ⅳ 研究の目標 

  肢体不自由教育における特別支援学校の教員の専門性の要素を明らかにする。それを基に指導内

容・方法、配慮事項等が示された「自立活動指導資料（肢体不自由）」を作成する。資料を活用した授

業実践の一例を示す。 

 

Ⅴ 研究の見通し 

 １ 肢体不自由教育における教員の専門性に関する調査 

   所属校教員を対象に、自立活動の指導の実態や肢体不自由教育における教員の専門性の要素を調

査し、整理する。 

 ２ 「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）の作成 

   『自立活動編』の肢体不自由のある児童生徒の指導に関する事項の整理をするとともに、専門性

に関する調査の結果を受けて、自立活動指導資料（肢体不自由）の内容を構成し、試案を作成する。 

 ３ 「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）を活用した授業実践 

   作成した「『自立活動指導資料（肢体不自由）』（試案）」（以下、「指導資料（試案）」という）を活

用し、個別の指導計画を作成する。それを基に授業実践を行う。授業実践の事前事後で、児童生徒

の様子の観察、教員の意識の変化等の分析・考察を行い、指導資料（試案）の検証・修正を図る。 

 

Ⅵ 研究の構想 

 １ 肢体不自由教育における教員の専門性と指導の充実に関する基本的な考え方 

（１）肢体不自由について 

『障害のある子供の教育支援の手引』では、「肢体不自由とは、身体の動きに関する器官が、病

気やけがで損なわれ、歩行や筆記などの日常生活動作が困難な状態」(6)とされ、その理解につい

ては、医学的側面からみた肢体不自由、心理学的・教育学的側面からみた肢体不自由、脳性まひ

等にみられる特性、脳性まひ以外の肢体不自由児についての４項目が挙げられている(7)。 

（２）肢体不自由のある児童生徒の学びの場 

肢体不自由のある児童生徒の学びの場として、特別支援学校（肢体不自由）、肢体不自由特別支

援学級、通級による指導（肢体不自由）、通常の学級における指導がある。 

学校教育法施行令によると、特別支援学校（肢体不自由）は、次のような児童生徒を対象とし

ている(8)。 

 

 

                                                      

(6) 文部科学省（2022）『障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～』、ジ

アース教育新社、p.143 

(7) 文部科学省（2022）『障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～』、ジ

アース教育新社、pp.162-169 
(8) 学校教育法施行令第 22 条の３ 
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一 肢体不自由の状態が補装具によっても歩行、筆記等日常生活における基本的な動作が不

可能又は困難な程度のもの 

 二 肢体不自由の状態が前号に掲げる程度に達しないもののうち、常時の医学的観察指導を

必要とする程度のもの 

 

肢体不自由のある児童生徒を対象とする教育課程を編成する特別支援学校は、本県には10校設置

されている。主に肢体不自由のある児童生徒が在籍している盛岡となん支援学校では、小学部、中

学部、高等部、訪問教育部が設置され、寄宿舎が設けられている。ほか９校は、知的障がいや病弱

等にも対応する併置校となっている。そのため、本研究では、主に肢体不自由教育を行う盛岡とな

ん支援学校を対象に研究実践を行うこととする。 

（３）肢体不自由特別支援学校の教育課程 

『障害のある子供の教育支援の手引』では、特別支援学校の教育目標について、「小学部、中学部

及び高等部を通じ、小学校、中学校又は高等学校の教育目標の達成に努めるとともに、障害による

学習上又は生活上の困難を改善・克服し自立を図るために必要な知識、技能、態度及び習慣を養う

こと」としている。肢体不自由特別支援学校では、この目標を達成するために、児童生徒一人一人

の「肢体不自由に伴う身体の動きやコミュニケーション等の障害の状態等に応じた指導とともに、

多様な知的な発達の状態等に応じた指導を行う必要もある」ことから、「『小学校・中学校・高等学

校の各教科を中心とした教育課程』『小学校・中学校・高等学校の下学年（下学部）の各教科を中心

とした教育課程』『知的障害特別支援学校の各教科を中心とした教育課程』『自立活動を中心とした

教育課程』等、子供の実態等を考慮した多様な教育課程を工夫して編成・実施している」と記され

ている(9)。 

自立活動を中心とした教育課程は、重複障がい者のうち、障がいの状態により特に必要がある場

合に適用される規定(10)を用いて編成されている。独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（以下、

「特総研」という）では、この規定について、「重複障害者については一人一人の障害の状態が多様

であり、発達の諸側面にも不均衡が大きいことから、特に心身の調和的発達の基盤を培うことを指

導のねらいとする」ことが必要であり、「こうしたねらいに即した指導は主として自立活動におい

て行われ、このような児童生徒にとっての重要な意義を有することからこの規定がある」としてい

る(11)。 

研究実践の対象である盛岡となん支援学校の教育課程は、小学校・中学校・高等学校に準ずる教

育課程、知的代替の教育課程、自立活動を主とする教育課程が編成されている。 

（４）肢体不自由のある児童生徒への指導 

肢体不自由のある児童生徒は、肢体不自由に伴う様々な学習上、生活上の困難さを抱えている。

そのため、その困難さを理解し、指導を進めることが重要である。 

肢体不自由特別支援学校の小学部・中学部における各教科の目標及び内容、指導計画の作成と内

容の取扱いについては、小学校学習指導要領及び中学校学習指導要領に「準ずる」こととし、『特別

支援学校学習指導要領解説各教科等編（小学校・中学校）』（平成 30 年）には、指導に当たって必要

                                                      

(9) 文部科学省（2022）『障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～』、ジ

アース教育新社、p.158 
(10) 文部科学省（平成 29 年）『特別支援学校小・中学部学習指導要領』第１章第８節４ 

文部科学省（平成 31 年）『特別支援学校高等部学習指導要領』第１章第２節第８款の４ 
(11) 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（令和２年）『特別支援教育の基礎・基本 2020』ジアース教育新社、p.193 
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とされる指導上の配慮事項が５項目示されている(12)。 

 

（１）体験的な活動を通して言語概念等の形成を的確に図り、児童の障害の状態や発達の段階

に応じた思考力、判断力、表現力等の育成に努めること。 

（２）児童の身体の動きの状態や認知の特性、各教科の内容の習得状況等を考慮して、指導内

容を適切に設定し、重点を置く事項に時間を多く配当するなど計画的に指導すること。 

（３）児童の学習時の姿勢や認知の特性等に応じて、指導方法を工夫すること。 

（４）児童の身体の動きや意思の表出の状態等に応じて、適切な補助具や補助的手段を工夫す

るとともに、コンピュータ等の情報機器などを有効に活用し、指導の効果を高めるように

すること。 

（５）各教科の指導に当たっては、特に自立活動の時間における指導との密接な関係を保ち、

学習効果をいっそう高めるようにすること。 

 

また、『障害のある子供の教育支援の手引』では、肢体不自由のある児童生徒に対する特別な指導

内容について、以下のア～カのとおり挙げられており(13)、児童生徒の実態によっては、下記以外の

「特別な指導内容も考えられることに留意する必要がある」と記されている。 

 

ア 姿勢に関すること 

イ 保有する感覚の活用に関すること 

ウ 基礎的な概念の形成に関すること 

エ 表出・表現する力に関すること 

オ 健康及び医療的なニーズへの対応に関すること 

カ 障害の理解に関すること 

 

（５）肢体不自由教育における現状及び課題 

  ア 肢体不自由教育における現状 

（ア）肢体不自由のある児童生徒の在籍者数の推移 

     「特別支援教育資料」によると、全国の特別支援学校（肢体不自由）在籍者数は、令和２年

度は30,905人となっており、10年前と比べてほぼ横ばいである(14)。また、本県の肢体不自由特

別支援学校の在籍者数は、令和３年度は133人となっており、こちらも10年前と比べてほぼ横ば

いである(15)。 

（イ）肢体不自由のある児童生徒の実態の多様化 

① 肢体不自由と他の障がい種を併せ有する重複障がいの児童生徒 

特別支援学校学習指導要領では、「複数の種類の障害を併せ有する児童又は生徒」を「重複

障害者」としている。『障害のある子供の教育支援の手引』では、「肢体不自由のある子供 

                                                      

(12) 文部科学省（平成 30 年）『特別支援学校学習指導要領解説各教科等編（小学校・中学校）』、pp.11-15 

(13) 文部科学省（2022）『障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～』、

ジアース教育新社、pp.152-153 
(14) 文部科学省「特別支援教育資料」には、各学校種・障がい種における学級数や在籍者数等、特別支援に関する資料が年度ごとに

掲載されており、肢体不自由特別支援学校の在籍者数は、平成 22 年度が 31,530 人、令和２年度が 30,905 人となっている。 
(15) 岩手県教育委員会「平成23（2011）年度版岩手の教育」、p.4によると平成23年度の肢体不自由特別支援学校の在学者数は116人、

岩手県教育委員会「令和３（2021）年度版岩手の教育」、p.4によると令和３年度の肢体不自由特別支援学校の在学者数は133人とな

っている。 
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の中には、知的障害、視覚障害、聴覚障害、言語障害などの障害を併せ有することがある」とし、

その結果、「肢体不自由のもたらす困難さ（一次的な障害）」の他に、「例えば、見えにくさや言語

の表出に配慮されずに学習してしまうことで、(中略)言葉の獲得や理解に遅れが生じたりするな

どの様々な問題（二次的な障害）が存在することとなる」としている(16)。 

「特別支援教育資料」によると、全国の肢体不自由特別支援学校に在籍する児童生徒のうち、

重複障がい学級の在籍率は、令和２年度は小・中学部51.6％、高等部33.9％となっている。また、

本県においては、盛岡となん支援学校での重複学級の在籍率は令和３年度では88％となっており、

高い割合であると言える。 

② 医療的ケアを必要とする児童生徒 

全国の特別支援学校に在籍する医療的ケアを必要とする児童生徒等の推移は図１のとおりで

ある(17)。医療的ケアを必要とする児童生徒数の増加とともに、呼吸管理等を必要とする児童生徒

が学校に通うようになるなど、医療的ケアを必要とする児童生徒を取り巻く環境が変わりつつあ

る(18)。 

本県の医療的ケアを必要とする児童生徒数はここ数年横ばいの状態にあるが、医療的ケアの内

容については年々多様化・高度化している状況にあり(19)、よりきめ細かな対応が必要とされてい

る。盛岡となん支援学校における医療的ケアを必要とする児童生徒数の推移は、図２のとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

以上のことから、肢体不自由特別支援学校に在籍する児童生徒には、多様な教育的ニーズがあ

ると推測できる。 

イ 肢体不自由教育における課題 

肢体不自由特別支援学校においては、児童生徒の障がいの重度・重複化や多様化、医療的ケアを必

要とする児童生徒の増加により、児童生徒一人一人の障がいの状態や困難さに応じた指導が必要とさ

れており、特に自立活動の指導が重要な意義を有していると言える。 

しかし、大比賀(20)は、学級における自立活動の指導について「学級担任の裁量にゆだねられている

ことが多く、『子どもに合った指導目標になっているのか』『指導内容が偏っていないか』等の不安を 

                                                      

(16) 文部科学省（2022）『障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～』、

ジアース教育新社、p.143 
(17) 文部科学省『令和３年度学校における医療的ケアに関する実態調査（結果）』には、学校における医療的ケアを必要とする幼児児

童生徒の数や医療的ケアを実施する看護師等の数等、医療的ケアに関する実態調査及び結果が記載されている。※Ｒ２年度は新型

コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、学校の負担軽減の観点から調査を実施していない。 
(18) 文部科学省初等中等教育局特別支援教育課（令和３年）、『小学校等における医療的ケア実施支援資料～医療的ケア児を安心・安

全に受け入れるために～』、p.329 

(19) 岩手県教育委員会（令和３年）「岩手県立特別支援学校整備計画」、p.９ 

(20) 大比賀尚子（令和２年）『肢体不自由のある児童生徒の自立活動の指導に関する研究－自立活動の指導の充実に向けた校内支援体

制と地域支援システムの構築－』公益財団法人みずほ教育福祉財団特別支援教育研究論文集、pp.5-8 
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抱きながら自立活動の指導にあたっていることが少なくない」と指摘している。さらに、肢体不

自由特別支援学校の教員に対し、自立活動の指導における課題について調査したところ、「子供

の実態把握や指導目標、指導内容の設定」「専門性の不足」「日々の取組の内容の妥当性に自信が

もてない」という回答が多かったと述べている。 

また、特総研の調査(21)によると、重複障がいのある児童生徒の実態把握をする上での課題とし

て、「複数の障害を併せ有していることで生じる困難さの実態把握に関すること」という回答が

最も多かった。加えて、「医療的ケアや肢体不自由等の教員の経験、知識不足」や「指導者の専門

性の維持・向上、人材育成」とする回答も見られた。 

これらのことから、肢体不自由教育では、児童生徒の適切な実態把握、その実態に応じた指導

目標・内容の設定、指導内容に基づく授業実践などの困難さ、また、これまで培われてきた知識

や技術の継承による指導の充実や教員の専門性の維持・向上が課題であると考える。 

（６）自立活動の指導 

  ア 自立活動の指導の基本 

『特別支援学校学習指導要領』において、自立活動の目標が次のように示されている(22)。 

 

個々の児童又は生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改

善・克服するために必要な知識、技能、態度及び習慣を養い、もって心身の調和的な発達の

基盤を培う。 

 

自立活動の内容は、人間としての基本的な行動を遂行するために必要な要素と、障がいによる

学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必要な要素で構成しており、それらの代表的な

要素である27項目が六つの区分の下に分類・整理されている。 

『自立活動編』では、自立活動の内容について「各教科等のようにそのすべてを取り扱うもの

ではなく、個々の幼児児童生徒の実態に応じて必要な項目を選定して取り扱うもの」としている。

また、自立活動の指導は、授業時間を特設して行う自立活動の時間における指導と、学校の教育

活動全体を通じて行う指導がある。 

イ 肢体不自由のある児童生徒の自立活動の指導 

これまで述べてきたように、肢体不自由特別支援学校においては、障がいの重度・重複化、多

様化の傾向が顕著であり、医療的ケアが必要な児童生徒も増えてきている。このような実態に対

応するために、自立活動の指導を中心とした教育課程を編成する学校も多く、自立活動の指導の

充実が求められている。 

特総研は、『特別支援教育の基礎・基本2020』において、肢体不自由のある児童生徒の自立活動

の指導の課題について、表１のとおり、四つの観点を示している(23)。 

 

 

 

 

                                                      

(21) 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（令和３年）『重複障害のある子供の教育に関する調査報告書』には、全国の特別支援

学校を対象にした、重複障がい学級に在籍する児童生徒の教育の課題や工夫点について等の調査が記されている。 

(22) 文部科学省（平成 29 年）『特別支援学校小・中学部学習指導要領』第７章第１ 
(23) 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（2020）『特別支援教育の基礎・基本 2020』、ジアース教育新社、pp.198-200 
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表１ 肢体不自由のある児童生徒の自立活動の指導の課題の観点と留意事項（『特別 

支援教育の基礎・基本 2020』、ジアース教育新社、pp.199-200 を基に筆者作成） 

課題の観点 留意事項 

ア 「個別の指

導計画」の充

実と活用 

・一人一人の障害の状態や発達段階等を的確に把握し、適切な指導目標や指導内容

を設置するなどして個別の指導計画を作成すること 

・自立活動の指導の指導計画を詳しく立てるとともに、各教科等の指導計画に自立

活動の内容を盛り込んでいくこと 

イ 自立に向け

た主体的な取

組を促す指導 

・障害がどれほど重度であっても可能な限り幼児児童生徒の「主体的な取組」を促

すべきであり、またそれを目的的な活動に高めていくこと 

・保護者を含む関係者との協力を図りながら学習への動機付けを高め、教材・教具

の工夫を重ねて的確な指導を展開し、適切な評価を実施すること 

ウ 指導に生か

す評価の工夫 

 

・自立活動の指導に当たっては、的確な実態把握に基づいて個別の指導計画を作成

すること 

・個別の指導計画を作成する段階では、評価のための視点や判断の基準を検討し、

他の教員や保護者等の意見も交えながら適切な評価となるように工夫すること 

エ 指導体制の

見直しと専門

性の向上 

 

・自立活動の時間における指導は、専門的な知識や技能を有する教師を中心として、

全教師の協力の下に効果的に行われること 

・自立活動の指導において中心となる教師は、学校における自立活動の指導の全体

計画の作成に際し、担任や専科の教師、養護教諭を含めた全教師の要としての役

割を果たすこと 

・関係する諸機関との連携や情報の収集・提供などに努め、医療等の専門家との連

携、医師等の助言を効果的に学校の指導に生かすこと 

また、『特別支援教育の基礎・基本2020』では、自立活動の指導における主な内容について、肢体不

自由のある児童生徒の指導に関連する区分・項目について例示してあるが、「これは特に示された内

容のみが指導の対象となるものではなく、他の項目と関連して実際の指導内容がつくられていくこと

に留意する必要がある」とも述べられている(24)。 

ウ 個別の指導計画の作成 

  平成29年の学習指導要領の改訂につながる「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校

の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」（中央教育審議会）（2016）では、自立活

動における「実態把握、指導目標の設定、具体的な指導内容の設定までのプロセスについて、教員の

理解が十分でない」ことを課題として挙げている(25)。これを受け、『自立活動編』においては「個別

の指導計画の作成についてさらに理解を促すため、実態把握から指導目標（ねらい）や具体的な指導

内容の設定までの手続きの中に、『指導すべき課題』を明確にすることを加え、手続きの各過程を整理

する際の配慮事項をそれぞれ示すこととした」とある。また、指導目標（ねらい）の設定について、

「これまでの学習状況や将来の可能性を見通しながら、長期的及び短期的な観点から指導目標を設定

し、それらを達成するために必要な指導内容を段階的に取り上げること」と示されている。 

『自立活動編』では、自立活動の指導に当たっては、「個々の児童又は生徒の障害の状態や特性及び

心身の発達の段階等の的確な把握に基づき、指導すべき課題を明確にすることによって、指導目標及

び内容を設定し、個別の指導計画を作成するもの」とし、個別の指導計画の作成手順が以下のように

示されている(26)。 

                                                      
(24) 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（2020）『特別支援教育の基礎・基本 2020』、ジアース教育新社、p.201 
(25) 文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会（平成 28 年）「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまと

め」には、「自立活動の改善・充実の方向性」の中で成果と課題について記載されている。 
(26) 文部科学省（平成 30 年）『特別支援学校教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小学部・中学部）』、p.104 



8 

 

① 個々の児童生徒の実態（障害の状態、発達や経験の程度、生育歴等）を的確に把握する。 

② 実態把握に基づいて指導すべき課題を抽出し、課題相互の関連を整理する。 

③ 個々の実態に即した指導目標を明確に設定する。 

④ 小学部・中学部学習指導要領第７章第２の内容の中から、個々の指導目標を達成するた

めに必要な項目を選定する。 

⑤ 選定した項目を相互に関連付けて具体的な指導内容を設定する。 

 

これらのことから、肢体不自由のある児童生徒の自立活動における指導は、実態把握に基づき、

指導すべき課題を抽出して関連を整理し、指導目標を明らかにした上で、自立活動の区分から必

要な項目を選定し、具体的な指導内容を設定し授業を行うことが重要であり、自立活動の指導の

充実により児童生徒の成長が期待されると考える。また、自立活動の時間における指導はもとよ

り、学校の教育活動全体を視野に入れ、効果的に指導が行われるようにする、各教科等との関連

を図るよう工夫するなど、計画的、組織的に指導が行われるようにする必要がある。自立活動の

指導において、児童生徒が障がいによる学習上又は生活上の困難に対応する力を身に付けること

が、将来の自立と社会参加につながると考える。 

（７）本研究における「肢体不自由教育における教員の専門性」の捉え 

   特別支援学校学習指導要領では、次のように述べている(27)。 

 

自立活動の指導は、専門的な知識や技能を有する教師を中心として、全教師の協力の下に効

果的に行われるようにするものとする。（下線筆者） 

 

   ここでいう「専門的な知識や技能」を、本研究では「教員の専門性」と定義する。 

文部科学省の「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出

す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（答申）（中教審第228号）」（令和３年）(28)によると、

特別支援教育を担う教師に求められる専門性は、「障害の特性等に関する理解や特別支援教育に関

する基礎的な知識、個に応じた分かりやすい指導内容や指導方法の工夫の検討」、「幅広い知識・技

能の習得、専門的な知見を活用した指導、複数障害が重複している児童生徒への対応」であるとし

ている。 

これを踏まえ、本研究では、肢体不自由教育における障がいの特性等に関する理解や幅広い知識

を「教育理論」、専門的な知見を活用した個に応じた分かりやすい指導を「授業実践」として位置付

け、肢体不自由教育の視点からそれぞれ整理したものを「専門性の要素」と定義する。また、教育

理論を生かした授業実践を行い、指導の評価や改善を行いながら、更に知識を深めたり、技能を高

めたりすることで「教員の専門性」が向上されると考える。 

肢体不自由教育における専門性のイメージは表２であり、ここでは仮として設定する(29)。 

 

                                                      

(27) 文部科学省（平成29年）『特別支援学校幼稚部教育要領小学部・中学部学習指導要領』、p.201 

(28) 文部科学省（令和３年）「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、

協働的な学びの実現～（答申）（中教審第228号）」では、特別支援教育に関する専門性を①全ての教師、②特別支援学級、通級によ

る指導を担当する教師、③特別支援学校の教師のそれぞれに求められる専門性に分類し、示している。 

(29) 仮として設定した専門性の要素についての参考文献等は以下のとおりである。 

・文部科学省（平成29年）『特別支援学校幼稚部教育要領小学部・中学部学習指導要領』 

・文部科学省（平成30年）『特別支援学校教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小学部・中学部）』 

・国立特別支援教育総合研究所（平成22年）『肢体不自由のある子どもの教育における教員の専門性の向上に関する研究』（平成20年度

～21年度）研究成果報告書 

・国立特別支援教育総合研究所（令和２年）『特別支援教育の基礎・基本2020』、ジアース教育新社 
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表２ 肢体不自由教育における教員の専門性のイメージ（仮） 

 専門性の要素 

肢
体
不
自
由
教
育
の
知
識
や
技
能 

教
育
理
論 

・肢体不自由の理解 

病理、生理についての知識／認知発達の知識／言語発達の知識／ 

運動・動作の知識／車椅子や補助具、自助具の知識 

・個別の指導計画の作成と活用に関わる知識 

・重複障がいの特性と配慮事項 

・医療的ケアに関わる知識 

・危機管理に関わる知識（健康管理、安全な介助） 

・関係機関との連携（医療機関、外部専門家） 

・将来の自立と社会参加に関わる知識（福祉施設、医療機関との連携） 

・保護者理解と連携 

授
業
実
践 

・教科指導の方法 

・教材教具の工夫 

・ＩＣＴの活用 

・個別の指導計画の作成と活用 

・自立活動の指導 

健康の保持／心理的な安定／人間関係の形成／環境の把握／ 

身体の動き／コミュニケーション 

・重複障がいのある児童生徒の指導 

・医療的ケアを必要とする児童生徒の指導 

・車椅子や補助具、自助具の取り扱いの指導 

・キャリア教育、進路指導 

２ 肢体不自由教育における教員の専門性の向上と指導の充実のための手立て 

  肢体不自由特別支援学校の現状と課題から、肢体不自由教育の専門性の要素を明らかにし、肢体不

自由教育の専門的な視点を踏まえた授業実践を行い、これまで蓄積されてきた教育実践の継承と児童

生徒の障がいの重度・重複化、多様化に応じた指導実践の展開が必要と考える。本研究では、肢体不

自由教育の専門性の向上と指導の充実につなげる手立てとして、次の３点で研究を進める。 

（１）肢体不自由教育における教員の専門性に関する調査 

   所属校教員（小学部、中学部、高等部の教諭、講師、非常勤講師）を対象に、肢体不自由教育に

おいて必要な専門性について、質問紙法で調査する。仮として設定した「肢体不自由教育における

教員の専門性」（表２）を基に、教員の専門性の要素を明らかにし、整理する。調査内容は表３のと

おりである。 

表３ 質問紙の構成 

 項目 

フェイス 

シート 

ア 特別支援教育通算経験年数 

イ 肢体不自由教育通算経験年数 

ウ 担当する児童生徒の実態（教育課程） 

質問票 

ア 「教育理論」と位置付けた項目について、他に考えられる専門性の要素とその理由に

ついて 

イ 「授業実践」と位置付けた項目について、他に考えられる専門性の要素とその理由に

ついて 

ウ 自立活動の授業を行う上での悩みや感じた難しさについて 

エ 教員の専門性の向上と指導の充実のために、今後、必要だと考えることについて 
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（２）「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）の作成 

（１）の調査結果を受けて専門性の要素を明らかにし、試案を作成する。指導資料（試案）には、

肢体不自由教育の基本的な理解に必要な内容や自立活動の指導における基本的事項について示す

とともに、『自立活動編』に示されている肢体不自由のある児童生徒に対する具体的指導内容や留

意点を整理して示す。指導資料は、経験の浅い教員をはじめとして、肢体不自由教育に携わる全て

の教員が見通しをもって授業を展開できるためのものとなることをねらいとする。 

（３）「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）を活用した授業実践 

   作成した指導資料（試案）を活用した授業が、肢体不自由のある児童生徒への専門的な視点を踏

まえた指導になっており、教員の専門性の向上と指導の充実につながるものであるかを、実際に授

業を実践することにより検証する。検証結果を基に、指導資料の完成を目指す。 

３ 検証計画 

  肢体不自由教育における教員の専門性の向上と指導の充実に向けて、指導資料（試案）の作成と、

それを活用した授業実践を通して、有用性について検証する。また、得られた意見を基に指導資料（試

案）の修正を行い、指導資料（完成版）を作成する。検証の方法と内容は表４のとおりである。 

表４ 検証の方法と内容 

手立て 対象 方法 検証内容 

指導資料（試案）

を活用した授業

実践 

所属校教員 

（授業参観者） 

質問紙法 

 

ア 指導資料（試案）の「第 1章 肢体不自由教育の基

本的理解」は、肢体不自由教育の専門的な視点や内容

が分かりやすく示され、授業づくりで活用できるも

のであったか 

イ 指導資料（試案）の「第２章 自立活動の指導～自

立と社会参加を目指して～」は、肢体不自由教育にお

ける自立活動の指導の基本的事項や目標設定シート

作成・活用の手順が分かりやすく示され、授業づくり

で活用できるものであったか 

研究者、 

所属校教員 

（授業担当者） 

観察法 ア 児童の様子から、指導目標・内容、評価基準が適切

に設定されていたか 

指導資料（完成

版）の作成 

所属校教員 

（全教員） 

質問紙法 ア 指導資料（試案）全体を通した改善してほしい点や

工夫を要する点について 

イ 指導資料の今後の活用について 
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４ 研究構想図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

肢体不自由特別支援学校における現状と課題 
＜現状＞ 

・児童生徒の障がいの重度・重複化、多様化、医療的ケアを必要とす

る児童生徒の増加 

＜課題＞ 

・児童生徒の実態把握や実態に応じた指導目標・内容の設定、授業実

践における困難さ 

・これまで培われてきた知識や技術の継承、専門性の維持・向上 

 

肢体不自由教育における 

教員の専門性の向上と指導の充実 

 

分析・考察 

検証・修正 

手立て１ 教員の専門性に関する調査 

肢体不自由教育における教員の専門性の要素を明らかにし、整理する。 

手立て３ 

自立活動指導資料を

活用した授業実践 
肢体不自由教育の専門的な 

視点を踏まえた授業実践 

手立て２ 

自立活動指導資料

の作成 
肢体不自由教育の自立活動に

おける指導について内容を 

整理し、作成する 

自立活動指導資料の作成と活用 

＜目指す姿＞ 

肢体不自由のある児童生徒の自立と社会参加 
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Ⅶ 研究実践・結果の分析と考察 

 １ 肢体不自由教育における教員の専門性に関する調査結果（手立て１） 

 （１）調査の目的 

肢体不自由教育における教員の専門性の向上と指導の充実に関する現状を調査し、得られた結

果を参考として指導資料（試案）の作成に役立てる。 

 （２）調査対象 

調査は、自立活動の指導に携わったことがある、又は携わっている所属校教員（小学部、中学

部、高等部の教諭、講師、非常勤講師）98名を対象とし、回収率は98名中83名（85％）であった。 

 （３）調査方法及び調査内容 

質問紙法による調査を実施した。調査内容は、フェイスシートと質問票で構成した（別添【補

助資料１（資料１）】「肢体不自由教育における教員の専門性に関する調査」pp.1-4参照）。 

（４）調査結果 

   ア フェイスシート 

    特別支援教育通算経験年数の平均は16年８ヶ月

である。最短で３ヶ月、最長で40年という結果であ

った。 

    図３は、肢体不自由教育に携わった通算経験年数

を、６年未満、６年以上11年未満、11年以上、無回

答に分類したものである。肢体不自由教育通算経験

年数の平均は４年６ヶ月である。最短で３ヶ月、最

長で14年４ヶ月という結果であった。 

    この結果から、半数以上の教員が肢体不自由教育 

の経験年数が６年未満の状況で、肢体不自由のある児童生徒に対応していることが分かる。 

   イ 専門性に関する質問 

「教育理論」と位置付けた項目の他に考えられる専門性の要素について、その理由と併せて

自由記述で回答を求めた。19人からの回答があり、得られた結果が表５である。 

   表５ 「教育理論」で他に考えられる専門性の要素（n＝19） 

      （自由記述一部抜粋、複数回答）※数字は同内容の数 

他に考えられる要素 

・摂食指導に関する知識（４） 

・関係機関（行政機関、放課後等デイサービスなど）や地域との連携（４） 

・基礎感覚（視覚、聴覚、触覚、固有覚、平衡感覚）や感覚統合についての知識（３） 

・肢体不自由児の心理学、障がい認識、心のケアについて（３） 

・姿勢やシーティングについて（２） 

・排せつに関する知識 

理由（一部抜粋） 

・発達段階に応じた（摂食・嚥下の）支援方法を学んだ方が良い。 

・（行政機関との連携は）各種手帳や手当や支援等を知ることで、その子の生活が豊かになった

り、保護者さんを支える手立てになったりすることがあるから。 

・（基礎感覚は）重度の児童生徒の発達保障を考えるときや関わり方にとてもヒントになるので。 

・（心のケアは）他人からの視線や介助時の不安など、中～高生にかけては出てくるのではないか

と考えたため。 

６年未満 

（59 人） 

71％ 

６年以上 

11 年未満 

（17 人） 

20％ 

11 年以上 

（５人） 

６％ 

図３ 肢体不自由教育通算経験年数（n＝83） 

無回答 

（２人） 

２％ 
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「摂食指導の知識」については、摂食・嚥下に課題のある児童生徒が多く、発達段階に応じた支援方

法を学んでおく必要があるという意見が挙げられた。また、「関係機関との連携」「将来の自立と社会参

加に関わる知識」で関係機関として挙げている医療機関、外部専門家、福祉施設の他に、地域のボラン

ティアや放課後等デイサービス、行政機関などとの連携についての知識も必要であるという意見が挙げ

られた。 

表６は、「授業実践」と位置付けた項目の他に考えられる専門性の要素について、その理由と併せて自

由記述で回答を求め、得られた結果である。17人からの回答があった。 

  表６ 「授業実践」で他に考えられる専門性の要素（n＝17） 

      （自由記述一部抜粋、複数回答）※数字は同内容の数 

他に考えられる要素 

・摂食指導（６） 

・地域社会との連携（余暇活動など）（２） 

・運動・動作、姿勢などについて（２） 

・排せつ（２） 

・適切な実態把握 

・進行性の障がい児への心のケアについて 

・訪問教育、院内教育 

理由（一部抜粋） 

・安全な摂食指導を毎日実践する必要があるから。 

・(余暇活動は)社会に出たとき、働くだけでなく趣味や熱中できるものを学校生活の中で見つけておくと、

卒業後の生活が豊かになる。 

・(姿勢は)日々の生活の中で、子どもたちが身体に負担なく過ごすために必要。 

・適切な実態把握があってこその授業実践だと思う。 

「摂食指導」に関しては、「教育理論」の質問と同様の意見が挙げられた。また、「心のケア」につい

ては、「教育理論」の質問でも意見が挙げられたが、進行性の障がいのためできていたことができなくな

ることや、他人からの視線、介助されるときの不安などに対する心のケアが必要だという意見が挙げら

れた。 

表７は、自立活動の指導を行う上で、どのような悩みや難しさを感じたことがあるかについて、自由

記述で回答を求め、得られた結果である。69人からの回答があった。 

 表７ 自立活動の指導を行う上での悩みや感じた難しさについて（n＝69） 

（自由記述一部抜粋、複数回答）※数字は同内容の数 

項目 具体的な悩み、難しさ 

実態把握 ・障がいが重い児童生徒の実態の見取りが難しい。客観的な実態把握が必要。（10） 

・時間をかけてじっくりと実態把握することができない。（４） 

指導目標 ・個に応じた目標になっているか自信がない。（７） 

・変容が見られないため、毎年同じような目標になってしまう。（８） 

・実態の差がある集団での自立活動の指導における目標設定が難しい。（２） 

・目標設定について相談する時間がない。 

・目標を立てる際、個別の記録だけではこれまでの学びが見えにくい。 

指導内容 ・適切な指導内容になっているか自信がない。（10） 

・具体的にどのような指導内容を行えばいいのか、分からない。（７） 

・実態の差がある集団での自立活動の指導における指導内容の設定が難しい。（２） 

支援方法 ・児童生徒によって支援方法が異なり、適切な支援方法になっているのか自信がない。（９） 

・身体の動きに関する具体的な支援方法が分からない。（３） 

・集団での授業における、個に応じた支援が難しい。（２） 
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項目 具体的な悩み、難しさ 

評価 ・目に見えた大きな変化がなく、どう評価すれば良いのか悩む。（６） 

・文章の表現が同じようなものになってしまう。（２） 

・各教科と異なり、系統立てた目標となっていないため、どのように評価し、次の活動につな

げていくかということに難しさを感じる。 

情報共有、

連携 

・医療機関、リハビリとの連携が難しい。（３） 

・保護者のニーズとのすり合わせが難しい。（３） 

・関係医療機関に入所している児童生徒の個人情報、体調面などを、関係医療機関と情報共有

することが難しい。 

・関わる職員同士で情報を共有する時間がない。 

・医師との連携（複数の医師の言うことが違うなど） 

人手不足 ・児童生徒の人数に対して、教員の人数が少ないので、個に応じた指導が充分にできない。

（２） 

その他 ・進行性の病気、障がいに対する対応（身体面、精神面）が難しい。（２） 

・外部専門家相談での助言がなければ、指導内容や支援方法を明確にすることが難しい。（２） 

・教材教具の工夫が難しい。（２） 

これらの結果からは、肢体不自由教育通算経験年数の違いや担当する児童生徒の教育課程に関わらず、

多くの教員が自立活動の指導を行う上で悩みや難しさを抱えていることが分かった。実態把握や指導目

標などそれぞれの項目ごとに難しさを感じているという意見とともに、実態把握から目標・指導内容・

支援方法を設定する流れのうち、複数の項目を挙げる意見もあった。 

表８は、肢体不自由教育における教員の専門性の向上と指導の充実のために、今後必要だと考えるこ

とについて自由記述で回答を求め、得られた結果である。52人からの回答があった。 

  表８ 肢体不自由教育における教員の専門性の向上と指導の充実のために、今後必要だと考えること（n＝52） 

（自由記述一部抜粋、複数回答） ※数字は同内容の数 

項目 具体的な内容 

研修会・ 

学習会 

・肢体不自由教育の基礎的なこと（障がい理解、姿勢・運動、摂食など）、最新の情報（医

療、ＩＣＴなど）などの研修・学習の機会（14） 

・個々の教員が、障がいに関する様々な知識を身につける、専門性を高める。（５） 

・同じ課題をもった職員同士で協議できる研究会 

・より実践的な研修報告会（摂食に関するものは実技も入れるなど） 

・校内研修の在り方が課題。 

情報共有 ・起因疾患や障がいの状態に対する注意事項や悩みなどを共有する場（３） 

・授業実践、教材教具の情報共有（３） 

指導方法 ・自立活動の指導方法の充実 

・発達障がいなどの特性に合わせた指導 

連携 ・外部専門家との連携（指導・助言をどう教育活動に生かしていくか）（２） 

・医療との連携（５） 

・家庭との連携（２） 

・教員同士の連携 

・医療的ケアとの連携 

体制づくり ・指導目標や内容を設定するための複数の教員や外部専門家等を交えた話合いの場（ケース

検討会など）（３） 

・様々な教育課程を経験する機会（３） 

・一貫した指導を行うための体制づくり（２） 

・個々の学び、専門性を上げ、それを学校全体のものにするための取組が必要。 
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項目 具体的な内容 

ＩＣＴ活用 ・一人一人に合ったものを、みんなで検討する場 

・実践例、購入方法から組立方法まで。 

・機械操作のきっかけ作り 

・ＩＣＴリテラシーの確立 

時間 ・研修と校務、授業のバランスが必要では。 

・授業準備のための時間が欲しい。 

その他 ・病弱教育の知識 

・教員同士のコミュニケーション 

肢体不自由教育通算経験年数や担当する児童生徒の教育課程に関わらず、多くの教員が「研修会・

学習会」など肢体不自由教育に関する知識や指導法などを学校全体で、あるいは個々で学んでいくこ

との必要性を挙げていた。また、「情報共有」、「連携」、「体制づくり」で挙げられているように、情報

や悩み、指導内容などについて教員同士、あるいは医療機関、外部専門家、家庭などと共有・連携し

て進めていくことが必要だという意見を挙げている教員が多かった。このことから、多くの教員が肢

体不自由教育に携わる上で、教員の専門性の向上や指導の充実の必要性を感じていることが分かった。 

ウ 調査結果からの検討 

  以上の調査結果から、自立活動の指導を行う上での悩みや難しさを解消するための手立てやこれま

で受け継がれてきた指導技術を引き継ぐための手立てを講じ、教員の専門性と指導の充実につなぐこ

とが必要であると考える。そこで、肢体不自由教育における教員の専門性の向上と指導の充実につな

ぐための手立てとして、肢体不自由教育の教員の専門性の要素を整理した（表９）。要素として追加し

た文言は、下線で示している。 

表９ 肢体不自由教育における教員の専門性のイメージ ※下線は変更点 

 専門性の要素 

肢
体
不
自
由
教
育
の
知
識
や
技
能 

教
育
理
論 

・肢体不自由の理解 

心理、病理・生理についての知識／基礎感覚、認知発達の知識／言語発達の知識／ 

運動・動作の知識／車椅子や補助具、自助具の知識／摂食・嚥下の知識 

・個別の指導計画の作成と活用に関わる知識 

・重複障がいの特性と配慮事項 

・医療的ケアに関わる知識 

・危機管理に関わる知識（健康管理、安全な介助） 

・関係機関との連携（医療機関、外部専門家） 

・将来の自立と社会参加に関わる知識（福祉施設、医療機関、行政機関との連携） 

・保護者理解と連携 

授
業
実
践 

・教科指導の方法 

・教材教具の工夫 

・ＩＣＴの活用 

・個別の指導計画の作成と活用 

・自立活動の指導 

健康の保持／心理的な安定／人間関係の形成／環境の把握／ 

身体の動き／コミュニケーション 

・重複障がいのある児童生徒の指導 

・医療的ケアを必要とする児童生徒の指導 

・車椅子や補助具、自助具の取り扱いの指導 

・キャリア教育、進路指導 
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「排せつ」は、専門性の要素として追加はしないが、コラム欄に排せつ指導のポイントを取り上げ

る。また、調査結果で得られた他の意見については、すでに挙げられている専門性の要素に含まれて

いると考え、新しく専門性の要素としては取り上げず、それぞれの要素と関連付けながら説明を加え

ていく。 

さらに、「自立活動の指導を行う上での悩みや感じた難しさについて」、「教員の専門性の向上と指

導の充実のために、今後必要だと考えることについて」は、指導資料（試案）第２章へ反映させる。 

２ 「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）の作成（手立て２） 

  表９のように整理された肢体不自由教育の専門性の要素を基に、指導資料（試案）を作成する。構

成と内容は次のとおりである。 

第１章「肢体不自由教育の基本的理解」には、表９に示した「教育理論」と「授業実践」を関連付

け、肢体不自由教育の基本的理解に必要な14項目を示した。各項目では、それぞれの項目の内容と自

立活動の内容６区分との関連も示した。 

第２章「自立活動の指導～自立と社会参加を目指して～」には、『自立活動編』で述べられている指

導に当たっての基本的な事項、肢体不自由のある児童生徒へ自立活動の指導を行うための個別の指導

計画の作成手順やポイントをまとめて示した。また、「目標設定シート」を活用した児童生徒の実態把

握から指導目標・内容、評価基準までの設定の流れとポイントを示した。さらに、肢体不自由のある

児童生徒への具体的指導内容や留意点を整理して記載した。加えて、指導する上で踏まえておくべき

専門的な知識を前章の該当するページで確認できるように記した。 

第３章「自立活動と各教科との関連～小学部を中心に～」には、各教科の指導上の配慮事項や自立

活動との関連について示した。 

３ 「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）に関する分析と考察（手立て３） 

（１）授業実践による分析と考察 

ア 授業実践の目的 

作成した指導資料（試案）を活用した授業が、肢体不自由のある児童生徒への専門的な視点を

踏まえた指導になっており、教員の専門性の向上と指導の充実につながるものであるかを、実際

に授業を実践することにより検証する。また、検証結果を基に、指導資料（試案）の修正と改善

を図る。 

イ 授業実践計画 

   実践対象：岩手県立盛岡となん支援学校小学部 

実践期間：実践１ 令和４年９月６日～８日（全３時間） 

実践２ 令和４年９月26日～28日（全３時間） 

ウ 研究との関わり 

授業実践を行うに当たり、授業づくりの基礎となる児童一人一人の「目標設定シート」を作成

する。「目標設定シート」は、手順１～５に沿って作成することで実態把握から具体的な指導内

容、評価基準を設定することができるようになっている（図４）。また、指導目標を設定するに至

った考え方（流れ）を記しておくことで指導の根拠を明らかにし、指導の継続性を確保すること

もできる。指導資料（試案）には実際の使用方法として、手順１～３は年度末の引継ぎ時点ある

いは年度初めの時点で記しておくこと、手順４～５は単元ごとあるいは学期ごとに記すことと示

している。今回は授業実践に向けて手順１～５の全てを同時に作成する。その際、学級担任・副

担任に学部主事、自立活動支援部員を交えた検討会を行う。日常的に関わっている教員だけでは 



17 

 

なく、学部主事や自立活動支

援部員、研究担当者を交えた

話し合いを行うことで、多角

的な視点に基づいて児童の

実態に関する情報や課題の

関連・背景要因の整理、活動

内容や指導方法の工夫・検討

を行うことができるのでは

ないかと考えた。さらに、

個々の児童の学部段階や学

年段階で身に付けたい力、支

援の手立てや評価基準を明

確にし、共有することで指導

の充実を図ることができる

と考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 授業実践１の実際 

（ア）授業の概要 

授業実践１は、重複学級に在籍する２年生２名の学級で行った。 

個々の指導目標は異なっているが、児童らが普段から互いの存在を意識し合い、相手の頑張りを

受けて自らの学習意欲を高めている様子から、集団で指導を行うことが効果的と考えた。児童らが

自分の身体に意識を向け、力加減や動きを調整する感覚を実感することや自己理解が深まることを

ねらいとし、具体的な指導内容を設定した。 

授業はティーム・ティーチングで行うこととし、Ｔ１は研究担当者が務め、全体への活動内容の

説明や手本となる動きを示した。また、児童の動きや発言を取り上げ、児童が自分の動きや発言を

振り返ることができるようにした。Ｔ２は主に児童Ｂの支援を行いながら、児童の動きや発言を促

すこととした。 

（イ）授業づくりの実際 

授業づくりについて、以下のとおり児童Ｂを例に示す。 

図５は、児童Ｂの「目標設定シート」（一部抜粋）である。手順２の中心的な課題を導き出す段階

において、複数の項目と関連のある［筋緊張が強い］、［身体が硬い］を中心的な課題と捉えた。自

分で身体の力を抜くことができれば、右手の力を抜いて作業できるようになるのではないかと仮定

し、「身体の力を自分で抜くことができる」を指導すべき課題と位置付けた。 

図４ 指導資料（試案）第２章（p.34） 

 ここからは、「自立活動の指導における目標設定シート」を活用し、個別の指導計画の作成の基になる

プロセスを考えていきます。手順１～５の流れで見ていきましょう。 

「自立活動の指導における目標設定シート」は、本資料 pp.81-82 に記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)肢体不自由のある児童生徒の自立活動 

④　③で整理した課題同士がどのように関連しているかを整理し、中心的な課題を導き出す段階

課題関連図

原因→影響・結果　　　　⇔相互に関係　　　・・・・・相反する関係　　　　□中心課題

④　③で整理した課題同士がどのように関連しているかを整理し、中心的な課題を導き出す段階

手順２　課題の抽出と関連の整理

③　①をもとに②で整理した情報から課題を抽出する段階

【指導すべき課題】（つけてほしい力、これから獲得すべきこと、○年後に向けて今つけたい力）

令和　年度　　自立活動の指導における目標設定シート

学部学年

教育課程

小 ・ 中 ・ 高  　  　年

準ずる　　　　・　　　　知的代替　　　　・　　　　自活主　　　　・　　　　訪問

氏名

学習や生活の中で
見られる良さと

課題

良さ

課題

手順１　実態把握

①　興味･関心、学習や生活の中で見られる長所やよさ、課題等について情報収集

興味・関心
苦手なこと

好きなこと
得意なこと

苦手なこと

②　収集した情報（①）を自立活動の区分に即して整理する段階　　　　　　

健康の保持 心理的な安定 人間関係の形成 環境の把握 身体の動き コミュニケーション

＜評価基準＞ ＜評価基準＞ ＜評価基準＞

＜指導内容＞ ＜指導内容＞ ＜指導内容＞

＜指導の手立て＞ ＜指導の手立て＞ ＜指導の手立て＞

＜指導の場面＞ ＜指導の場面＞ ＜指導の場面＞

手順５　評価

（4）コミュニケー
ション手段の選択と
活用に関すること。

課題同士の関係を整理する中で今指導する目標として
⑤　④に基づき設定した指導目標を記す段階

（2）病気の状態の
理解と生活管理に関
すること。

手順４　具体的な指導内容の設定

指導目標を達成するために必要な項目の選定
⑥　⑤を達成するために必要な項目を選定する段階
⑦　項目と項目を関連付ける際のポイント

健康の保持 心理的な安定 人間関係の形成 環境の把握 身体の動き コミュニケーション

（1）生活のリズム
や生活習慣の形成に
関すること。

（1）情緒の安定に
関すること。
 

（1）他者とのかか
わりの基礎に関する
こと。

（1）保有する感覚
の活用に関するこ
と。

（1）姿勢と運動・
動作の基本的技能に
関すること。

（1）コミュニケー
ションの基礎的能力
に関すること。

選定した項目を関連付けて具体的な指導内容を設定
⑧　具体的な項目を関連付ける段階

（2）状況の理解と
変化への対応に関す
ること。

（2）他者の意図や
感情の理解に関する
こと。

（2）感覚や認知の
特性についての理解
と対応に関するこ
と。

（2）姿勢保持と運
動・動作の補助的手
段の活用に関するこ
と。

（2）言語の受容と
表出に関すること。

（3）身体各部の状
態の理解と養護に関
すること。

（3）障害による学
習上又は生活上の困
難を改善・克服する
意欲に関すること。

（3）自己の理解と
行動の調整に関する
こと。

（3）感覚の補助及
び代行手段の活用に
関すること。

（3）日常生活に必
要な基本動作に関す
ること。

（3）言語の形成と
活用に関すること。

（5）健康状態の維
持・改善に関するこ
と。

（5）認知や行動の
手掛かりとなる概念
の形成に関するこ
と。

（5）作業に必要な
動作と円滑な遂行に
関すること。

（5）状況に応じた
コミュニケーション
に関すること。

（4）障害の特性の
理解と生活環境の調
整に関すること。

（4）集団への参加
の基礎に関するこ
と。

（4）感覚を総合的
に活用した周囲の状
況についての把握と
状況に応じた行動に
関すること。

（4）身体の移動能
力に関すること。

手順３　指導目標の設定

【長期目標】

【短期目標】　＊条件、行動、基準を示す

手順 1～３は、年度末の引継ぎ時点あるいは年度初めの時点で記しておきます。 

手順 4～５は、単元ごとあるいは学期ごとなどに見直したり、検討したりして記載

すると良いでしょう。 

評価を受けて、実態把握や課題の修正がある場合は、朱書きで訂正するなど、変

化が見えるように記載しておきましょう。 
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次に、手順３の長期目標と短期目

標を設定する段階においては、自立

活動支援部員の教員から上肢の基

本動作について、粗大運動→微細運

動の順で習得されるという話が挙

がった。また、指導資料（試案）の

第１章（６）においては、日常生活

の諸動作の基礎として座位を保持

して上肢を十分に動かすことが挙

げられている（図６）。児童Ｂの自立

活動の指導における学びの履歴と

しては、車椅子のハンドリムを操作

して自走する活動や手指の巧緻性

を高める活動に取り組んできてい

る。しかし、自立活動支援部員の教

員の話や指導資料（試案）を受け、

まずは上肢の粗大運動を習得する

必要性に気付き、図７の指導目標を

設定した。 

手順４の具体的な指導内容の設

定は、実際の授業と関連させながら

行った。 

短期目標の「教師の声掛けで腕や

手指の力に気付き、まっすぐ伸ばす

ことができる。」「車椅子に座り、身

体から左腕を離して、上下や左右に

動かすことができる。」は、自分の身

体の状態に気付くこと、身体を意識

して動かすこと、まっすぐや上下左

右を理解していることなどが必要

となる。これらのことに関連のある

自立活動の区分・項目を選定し、さ

らに第２章（３）に示している指導

内容と留意点を参考にして、具体的

な指導内容を設定した（図８）。 

（ウ）授業の実際 

学習活動のうち「（２）教師の模倣をして、上肢や身体を動かす」についての、児童Ｂの支援及び

評価、活動の様子について時間ごとにまとめた。評価基準は「身体から左上肢を離して、動かそう

としている【４環（１）】【５身（１）（３）】」とし、十分満足できる状況はＡ、おおむね満足できる

状況はＢ、努力を要する状況をＣと記すこととした。児童の様子や学習状況、指導の評価について 

図５ 児童Ｂの目標設定シート（手順２） 

④　③で整理した課題同士がどのように関連しているかを整理し、中心的な課題を導き出す段階

課題関連図

原因→影響・結果　　　　⇔相互に関係　　　・・・・・相反する関係　　　　□中心課題

【指導すべき課題】（つけてほしい力、これから獲得すべきこと、○年後に向けて今つけたい力）
・身体の力を自分で抜くことができる
　（自分で力を抜くことができれば、右手の力を抜いて作業できるようになると考える）

④　③で整理した課題同士がどのように関連しているかを整理し、中心的な課題を導き出す段階

手順２　課題の抽出と関連の整理

③　①をもとに②で整理した情報から課題を抽出する段階

・筋緊張が強く、身体が硬い（身）　・斜めに見ることがある（環）
・車椅子で姿勢が崩れやすい（身）　・左半身にまひあり、右手にもぎこちなさがある（身）

・筋緊張が強い。

・車椅子で姿勢が左に崩れてい

・左半身にまひがある。

・食事に時間がかかる。

・カスタネットばさみで放す時

に声掛け必要。

・斜めに見る時がある。

・身体が硬い。

見え方や視野に困難さあり？

右手にもぎこちなさあり？

左側に力を入れられない？

変に力を入れている？

関係しているかも
だから

だから

だから

だから

図６ 指導資料（試案）第１章（p.14） 

図７ 児童Ｂの目標設定シート（手順３） 

【長期目標】

【短期目標】　＊条件、行動、基準を示す

手順３　指導目標の設定

・自分の身体の動きに意識を向け、緊張をゆるめたり、身体各部に力を入れたり抜いたりすることができる。
・座位で手を動かすことができる。

・教師の声掛けで腕や手指の力に気付き、まっすぐ伸ばすことができる。
・車椅子に座り、身体から左腕を離して、上下や左右に動かすことができる。

課題同士の関係を整理する中で今指導する目標として
⑤　④に基づき設定した指導目標を記す段階

図８ 児童Ｂの目標設定シート（手順４の一部、手順５） 

・自立活動の時間

選定した項目を関連付けて具体的な指導内容を設定
⑧　具体的な項目を関連付ける段階

・自立活動の時間　　　・朝の会
・昼休み

・自立活動の時間
・体育

手順５　評価

・左腕や手指に触れながら、「左腕だ
　よ」「親指だね」と声掛けをして意識
　できるようにする。
・「曲がりにくいね」など身体の状態を
　言語化して伝え、力に気付いたり、力
　を抜いたりできるようにする。

・開始前に、車椅子の胸ベルトの締まり
　具合を児童と一緒に確認する。「姿勢
　がまっすぐになっている」ことを児童
　が実感してから始める。
・意欲をもって取り組めるように、好き
　な曲を使い、楽しみながら行えるよう
　にする。

・教師が腰を保持し、腕の力や体幹を意
　識できるようにする。
・開始前に、目標距離を設定する場面を
　設け、児童が自分で決めることで意欲
　的に取り組めるようにする。

・教師の声掛けで自分の上肢や手指に入
　っている力に気付いたり、力を抜いた
　りしている。

・身体から左腕を離して、動かしてい
　る。

・両上肢に力を入れ、手指を伸ばしたま
　まになるように意識して、進んだり、
　保持したりしている。

＜評価基準＞ ＜評価基準＞ ＜評価基準＞

＜指導内容＞

・腕の体操をする。
　（腕や手指に入っている力に気付いた
　り、力を抜いたりするために【１健
　（３）】【５身（１）】を関連付けて
　設定）

＜指導内容＞ ＜指導内容＞

・教師の模倣をして上肢や身体を動か
　す。
　（上肢を身体から離して動かす体験を
　するために【２心（３）】【４環
　（１）】【５身（１）（３）】を関連
　付けて設定）

・手押し車で進む。
　（上肢への力の入れ方や動かし方が
　分かるために【４環（１）】【５身
　（１）（３）】を関連付けて設定）

＜指導の手立て＞ ＜指導の手立て＞ ＜指導の手立て＞

＜指導の場面＞ ＜指導の場面＞ ＜指導の場面＞
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は研究担当者及び学級担任・副担任が毎時間終了後に話合いを行い、状況や結果の共有を図るとともに、

支援方法の改善について意見を出し合うようにした。 

＜９月６日(火) １／３時間目＞ 

・指導上の留意点  ☆支援 ◇評価  ・児童の様子 

・腕を身体から離して、前後や左右、上下に大き

く動かすことや振付（動き）の確認をしてから

始める。 

・Ｔ１は児童の前方で手本となる動きをする。Ｔ

２は児童の近くで、具体的な動きを声掛けす

る。 

☆開始前に、車椅子の胸ベルトの締まり具合を児

童と一緒に確認する。「姿勢がまっすぐになっ

ている」ことを児童が実感してから始める。 

☆Ｔ２が近くで「上だよ」など声掛けをして、上

肢の動かす方向が分かるようにする。 

◇Ｃ 

・模倣のために教師に注目しようとすることがな

く、視線があちらこちらに動いている。 

・左腕は身体から離れることが少なく、ひじが曲

がった状態である。右腕は身体から少し離して

教師の方へ動かしている。 

・拍手は主に右腕を動かしている。身体に近い位

置で叩いている。 

 

 

 

 

 

１／３時間目は、教師が振付（動き）の確認で左右や上下といった位置を示すのみであったり、教師

が児童の動きに合わせて手の平を近くまで伸ばしたりしたことで、児童の左腕が身体から離れることが

少なかった。また、児童の視線があちらこちらに散り、目の前の教師に向けられることが少なかったこ

とから、評価はＣであった。このことを受け、児童が自分自身の身体をどのように動かすと良いのかを

視覚的にイメージできるように、次時には「先生の手にタッチだよ」という声掛けを行うことにした。

さらに、児童が自発的に腕を伸ばしたり成就感を感じたりできるように、教師の手の平を児童と教師の

中間地点に構えるように支援方法を変更することとした（太字部分）。 

＜９月７日(水) ２／３時間目＞ 

・指導上の留意点  ☆支援 ◇評価  ・児童の様子 

・腕を身体から離して、前後や左右、上下に大き

く動かすことや振付（動き）の確認をしてから

始める。その際に、教師の手の平をタッチする

ことを伝える。 

・教師が大きな動きをして見本を示す。 

☆教師は中間地点で手の平を構え、児童がどこま

で腕を伸ばすと良いか分かるようにする。 

☆児童の動きが良いときは、その場で称賛する。 

◇Ｂ 

・教師の手の平の位置を確認するように、視線を

向けることがある。 

・教師の手の平に届くように、左腕のひじを少し

伸ばしたり、腕を大きく動かしたりしている。 

・拍手は右腕を主に動かし、２～３回叩くとやめ

ている。身体から少し離れた位置で叩いてい

る。 

 

 

 

 

 

２／３時間目は、支援方法を変更したことで下線部分のような変容が見られた。１／３時間目には視

線があちらこちらに動いていたが、「先生の手にタッチだよ」という声掛けを聞いて、目の前の教師や教

師の手の平の位置を確認するように視線を向けることがあった。また、教師の手の平を児童と教師の中

間地点に構えることで、児童が教師の手の平に届くように腕を伸ばそうとする様子もみられたことから、

評価はＢであった。支援方法は有効であったと捉え、次時にも支援方法を継続して行うこととした。 
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＜９月８日(木) ３／３時間目＞ 

・指導上の留意点  ☆支援 ◇評価  ・児童の様子 

・腕を身体から離して、前後や左右、上下に

大きく動かすことや振付（動き）の確認を

してから始める。その際に、教師の手の平

をタッチすることを伝える。 

・教師が大きな動きをして見本を示す。 

☆教師は中間地点で手の平を構え、児童が

どこまで腕を伸ばすと良いか分かるよう

にする。 

☆児童の動きが良いときは、その場で称賛

する。 

◇Ａ 

・教師の手の平の位置を確認するように、視線を向

け続けている。 

・教師の手の平に届くように、左腕のひじを少し伸

ばしたり、腕を大きく動かしたりしている。 

・拍手は、両腕を動かしている。身体から少し離れ

た位置で叩いている。 

 

 

 

 

 

３／３時間目は、下線部分のような変容が見られた。２／３時間目には視線が外れることがあっ

たが、３／３時間目は目の前の教師や教師の手の平に視線を向け続けることができていた。また、

教師の手の平を目指して左腕のひじを伸ばしたり、腕を大きく動かしたりすることができていた。

このことは、同じ活動を繰り返すことで動きを覚え、覚えたことが自信となって大きな動きが出る

ようになったと見取ることができ、評価はＡであった。 

オ 授業実践２の実際 

（ア）授業の概要 

  授業実践２は、重複学級に在籍する５年生３名の学級で行った。 

３名の児童それぞれの指導目標が異なるため、個別に指導を行うこととした。児童が興味をもっ

て意欲的に取り組めるように、個に応じた指導内容や支援の手立て、評価基準を設定した。児童Ａ

はＴ１と校内を歩く学習、児童ＢはＴ３と教室での学習、児童ＣはＴ２の研究担当者と別室での学

習を行った。 

（イ）授業づくりの実際 

「目標設定シート」を基にした授業づくりについて、以下のとおり児童Ａを例に示す。 

授業実践２においては、「目標設定シート」作成の手順２中心的な課題を導き出す段階において、

視覚的に捉えることができるようにＫＪ法を用いて課題関連図の作成を行った（図９）。 

はじめに、検討会に参加して

いる教師から、児童の生活又は

学習において気になるところを

３点ずつ挙げてもらい、似てい

る内容は近くに貼るようにした。

その際、必要であれば付箋のま

とまりごとにタイトルを付けた。

次に、付箋のまとまり同士の関

連を考え、線や矢印でつないで

関係性を示した。その際、障がい

特性や考えられる背景要因につ

いても赤字で書き込んだ。 
図９ 児童Ａの課題関連図 
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課題関連図を受け［筋力がな

い］、［初めてのことは警戒する］

を中心的な課題と捉えた。これま

での自立活動の指導においては、

筋力を高め、歩行の安定を図るた

めの活動に取り組んできており、

歩き慣れた平坦な場所であれば

一人で歩行することが可能とな

ってきている。また、慣れた教室

内や学級の教師に対しては、物や

人への警戒心が薄れて、活動の幅

が広がってきている様子も見ら

れる。そこで、肢体不自由に伴う

行動や生活の制限による様々な経

験の不足により、初めてのことへ

の警戒心があり、警戒心により新

しいことへ興味関心をもつこと

ができずにいるのではないかと

仮定し（図 10）、使い慣れた教室

以外でも活動の幅が広がること

を目指して、指導目標を設定した。 

具体的な指導内容の設定段階

では、実際の授業と関連させなが 

ら設定を行った。児童Ａが、慣れない場所や活動に対する不安を、教師と一緒に行動したり教師の

声掛けを聞いたりして軽減することができたという経験を積み重ねることが必要と考えた。また、

日常生活の場面で生かされるような指導となるように、関連のある自立活動の区分・項目を選定し

た。さらに第２章（３）に示している指導内容と留意点を参考にして、設定した（図 11）。 

授業は３日間、同じ指導内容を継続し、毎時間終了後に学習状況や指導の評価を行い、指導の手

立てや支援方法を改善しながら進めることとした。 

（ウ）授業の実際 

学習活動のうち「（２）廊下の障害物を踏んだりまたいだりしながら歩く」についての、児童Ａの

支援及び評価、活動の様子について時間ごとにまとめた。評価基準は「教師と一緒に障害物を見た

り、触ったりして慣れ、障害物を踏んだりまたいだりすることができる。【２心（２）】【３人（１）】

【５身（４）】」とし、十分満足できる状況はＡ、おおむね満足できる状況はＢ、努力を要する状況

をＣと記すこととした。児童の様子や学習状況、指導の評価については研究担当者及び学級担任・

副担任が毎時間終了後に話合いを行い、状況や結果の共有を図った。 

 

 

 

 

④　③で整理した課題同士がどのように関連しているかを整理し、中心的な課題を導き出す段階

手順２　課題の抽出と関連の整理

③　①をもとに②で整理した情報から課題を抽出する段階

・家庭生活で車椅子を使用しないことが多い（身）　・初めてのことは警戒する(心)　・すり足のようにして歩く（身）
・遠くの物を斜めに見る（環）　・背中が丸まっている（身）　・興味関心の幅が狭い（人）

・教室以外で様々な活動を経験し、活動の幅を広げる。
(校内のいろいろな場所を歩く経験をすると、校内での警戒心が薄くなるのではないかと考える)

【指導すべき課題】（つけてほしい力、これから獲得すべきこと、○年後に向けて今つけたい力）

④　③で整理した課題同士がどのように関連しているかを整理し、中心的な課題を導き出す段階

課題関連図

原因→影響・結果　　　　⇔相互に関係　　　・・・・・相反する関係　　　　□中心課題

・初めてのことは警戒する

・背中が丸まっている

・家庭生活で車椅子を使用しな

いことが多い

・遠くの物を斜めに見ることが

ある

・歩くときに、すり足のように

して歩く

将来的には車椅子を使用しない？

影響あり？

視覚情報の捉え方に特性あり？

腹筋等の筋力が弱い？

経験の不足

脚の筋力が弱い？

歩くことに不安あり？ 影響あり？

・興味関心の幅が狭い

だから

だから

図 10 児童Ａの目標設定シート（手順２） 

図 11 児童Ａの目標設定シート（手順４、５） 

選定した項目を関連付けて具体的な指導内容を設定
⑧　具体的な項目を関連付ける段階

・自立活動の指導
・学校の教育活動全体

・自立活動の指導

・安心して取り組めるように、手すりを
　掴むよう促したり、そばで見守ったり
　する。

・障害物に気付き、不安な様子が見られ
　たときは、不安感を軽減できるように
　歩く見本を見せたり、触ってみるよう
　に促す。

・教師の声掛けを聞いて手すりを掴み、
　階段を上ったり、スロープを降りたり
　することができる。

・障害物を見たり、触ったりして慣れ、
　障害物を踏んだりまたいだり、障害物
　の間を通ったりして歩くことができ
　る。

＜評価基準＞ ＜評価基準＞ ＜評価基準＞

＜指導内容＞

・教師と一緒に、階段を上ったり、スロ
　ープを降りたりする。
　（教師と一緒に校内を歩くために【２
　心（２）】【３人（１）】【５身
　（４）】を関連付けて設定）

＜指導内容＞ ＜指導内容＞

・教師と一緒に障害物をまたいだり、踏
　んだり、間を通ったりして歩くことが
　できる。
　（教師と一緒に様々な歩き方をする経
　験するために【２心（２）】【３人
　（１）】【５身（４）】を関連付けて
　設定）

＜指導の手立て＞ ＜指導の手立て＞ ＜指導の手立て＞

＜指導の場面＞ ＜指導の場面＞ ＜指導の場面＞

手順５　評価
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＜９月 26日(月) １／３時間目＞ 

☆支援 ◇評価  ・児童の様子 

☆障害物に気付き、不安な様子が見

られたときは、無理に進ませよう

とせずに、またぐ見本を見せた

り、触ってみるように促したりし

て、不安感を軽減できるようにす

る。 

◇Ｂ 

・障害物に気が付き、立ち止まる。 

・教師が障害物をまたいで見せると、動きを止めて様子をうか

がっている。 

・教師が両手をつないで誘導すると、ゆっくりと障害物をまた

いでいる。 

・後半には、足元を見て確認しながらまたいでいる。 

 

 

 

 

 

 

１／３時間目は、見たことのない障害物に対して警戒心があり、障害物の前で立ち止まったり進行方

向を変えようとしたりする様子が見られた。教師が障害物をまたいで見せると、動きを止めて様子をう

かがっていた。その後、教師が両手をつなぎ児童の歩調に合わせて誘導すると立ち止まることはなかっ

たが、すり足のようにして障害物に触れながら進んでいた。警戒心はあるものの、教師がまたぐ様子を

見たり、教師と手をつないだりすることで進むことができていたことから、評価はＢとした。このこと

から、日常的に関わっている教員との信頼関係を基盤とすることで活動に対する警戒心や不安感を軽減

し、活動の幅を広げていけるのではないかと考え、次時、児童に不安な様子が見られたときは、手をつ

ないだり声掛けをしたりするように支援方法を変更することとした（太字部分）。 

＜９月 27日(火) ２／３時間目＞ 

☆支援 ◇評価  ・児童の様子 

☆障害物に気付き、不安な様子が見

られたときは、無理に進ませよう

とせずに、手をつないだり声掛け

をしたりして、不安感を軽減でき

るようにする。 

◇Ｂ 

・障害物を避けるように進行方向を変えている。 

・教師が両手をつないで誘導する。片手で手すりにつかまり、

片手を教師とつないでゆっくり障害物をまたいでいる。 

・足元を見て確認しながらまたいでいる。 

 

 

 

 

 

 

２／３時間目は、まだ障害物に対する警戒心があり、障害物の前で進行方向を変えていた。しかし、

教師が両手をつないで誘導することで、障害物の方向に進むことができた。教師が児童の歩調に合わせ

て進むことで、児童が自分のペースで進むことができた。それにより、児童が自分の足元を見て障害物

を確認し、しっかりと足を上げてまたぐことができた。これらのことから、評価はＢとした。支援方法

が有効であったと捉え、次時も支援方法を継続することとした。 
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＜９月 28日(水) ３／３時間目＞ 

☆支援 ◇評価  ・児童の様子 

☆障害物に気付き、不安な様子

が見られたときは、無理に進

ませようとせずに、手をつな

いだり声掛けをしたりして、

不安感を軽減できるように

する。 

◇Ｂ 

・教師と片手をつないで障害物をまたいで進んでいる。 

・途中、つないでいる手を離すと立ち止まる。 

・教師に手を伸ばして、つなぐように要求する。片手をつなぐ

と、障害物をまたいで進んでいる。 

・足元を見て確認しながらまたいでいる。 

 

 

 

 

 

 

３／３時間目は、障害物の前で立ち止まったり進行方向を変えたりすることなく、教師と片手を

つないで障害物をまたいで進むことができた。途中、教師の手が離れると立ち止まっていたが、自

分から教師へ手を伸ばしてつなぐように要求し、手を再度つなぐと歩き始めていた。毎日同じ活動

を同じ教師と行うことで、障害物に対する警戒心が軽減し、安心して活動することができていたと

見取ることができ、評価はＢとした。 

カ 授業実践の分析と考察 

（ア）授業担当者への聞き取り調査から 

学級担任・副担任から、指導資料（試案）を活用した授業づくりについて、口頭で聞き取り調査

を行った。 

授業実践１についての回答結果は以下のとおりである。 

＜指導資料（試案）について＞ 

・児童生徒の状態（例）と関連項目、指導内容（例）が示されているので、分かりやすかった。 

＜授業づくりについて＞ 

・検討会は、担任や副担任といった普段関わっている教員以外にも参加してもらい、広い視野か

らの貴重な意見をもらって検討することができて良かった。その結果、適切な指導内容を設定

することができたと思う。 

・自立活動支援部員の教員から、上肢の粗大運動→微細運動の順で基本動作が習得されていくと

いう専門的な話を聞くことができ、授業づくりの参考になった。 

＜授業について＞ 

・児童の興味・関心に基づいた学習内容を取り入れたことで、児童が意欲的に取り組むことがで

きていた。学校生活の他の場面や家庭でも取り組む様子が見られた。 

・同じ活動を毎日繰り返すことで、児童の変容が見られた。 
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授業実践２についての回答結果は以下の通りである。 

＜指導資料（試案）について＞ 

・自立活動の指導は、教科のような段階的な目標がないので、試案のようなものがあると良い。 

・中心的な課題の導き出し方が分かって良かった。 

・評価基準の出し方が難しいと感じているが、「目標設定シート」の流れに沿うと設定しやすい

と思った。 

＜授業づくりについて＞ 

・検討会を行い、多くの意見を出し合いながら指導内容を設定することができて良かった。 

・教材や支援の手立てを共有することができ、それにより教員が変わっても同じ支援をすること

ができた。 

＜評価シートについて＞ 

・達成度だけでなく自由記述の欄もあると、支援方法の変更理由や詳しい様子の変容が分かり、

引継ぎにも生かしやすいと思う。 

授業実践１、２ともに指導資料（試案）を活用した授業づくりを行うことで、個に応じた適切な

指導内容を設定することができたという意見が挙げられた。指導資料（試案）の第１章で児童生徒

の状態と区分・項目の関連例を確認することができ、実態把握の際に役立ったという意見もあった。 

授業づくりにおいては、複数の教員で検討会を行ったことで様々な視点から意見を出し合うこと

で支援の手立てや評価基準を明確にすることができ、関わる教師間で共通認識をもって指導を行う

ことができたという意見が挙げられた。 

評価シートを記述する際には、研究担当者が担任・副担任とともに指導内容や支援方法を振り返

る機会となり、指導の改善に結び付いたと考える。評価シートの様式については、今回の授業実践

では到達度のみの表記としたが、指導目標に対する指導の在り方がどうであったか、支援方法をど

のように変えたのかなど、詳しい状況を記す必要があった。そのため、評価シートを活用する場合

には、到達度だけでなく自由記述の欄を設けることを指導資料の【ポイント】欄に追記することと

する。 

（イ）授業参観者への質問紙調査から 

「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）を活用した授業実践について、調査を実施した。 

① 調査対象 

所属校教員（小学部、中学部、高等部）の教諭、講師、非常勤講師 98名のうち、授業参観者を

対象とした。実践１、２合わせて 19 名から回答があった。 

② 調査方法及び調査内容 

質問紙法による調査を実施した。調査内容は、授業実践で活用した指導資料（試案）について、

４件法と併せて選んだ理由を記述で求めた（表10）。（別添【補助資料１（資料10）】「『自立活動指

導資料（肢体不自由）』（試案）に関する調査」pp.39-41参照） 
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表 10 検証方法と内容 

手立て 対象 方法 検証内容 

指導資料（試案）を

活用した授業実践 

授業参観者 質問紙法 １ 指導資料（試案）の「第 1章 肢体不自由教育の基

本的理解」は、肢体不自由教育の専門的な視点や内容

が分かりやすく示され、授業づくりで活用できるも

のであったか 

２ 指導資料（試案）の「第２章 自立活動の指導～自

立と社会参加を目指して～」は、肢体不自由教育にお

ける自立活動の指導の基本的事項や目標設定シート

作成・活用の手順が分かりやすく示され、授業づくり

で活用できるものであったか 

③ 調査結果 

図12は、指導資料（試案）の「第１章 肢体不自

由教育の基本的理解」は、肢体不自由教育の専門的

な視点や内容が分かりやすく示され、授業づくりで

活用できるものであったかについての回答結果で

ある。 

「分かりやすい」「指導に生かしやすい」等の肯定

的な意見が多く挙げられた（表11）。 

「あまりなっていない」と回答した理由についての記述はなかった。 

表11 「第１章 肢体不自由教育の基本的理解」が活用できるものに 

「なっている」「ややなっている」と回答した理由 

 意見 

全体を 

通して 

 

・分かりやすく項目に分かれていて、読んでみようという気になる。 

・授業づくりよりも実態把握や行動の分析に使えそうだなという印象。 

・専門的な言葉の解説もあり、どんなことが重要で、そのためにどんなことが必要かが細か

く示されているので、指導に生かしやすい。 

・分かりやすく示され、指導内容も明確であり、具体的な指導について検討しやすいか

ら。また、他の区分（項目）との関連も見やすくなっている。 

・授業をつくるときに、詳しく書かれて分かりやすい。 

・試案の資料全体が、情報量が多くなりすぎず読みやすい。実態や特性等に応じた授業が

できる。また、逆に確認もできる資料になっていると思う。 

各項に 

ついて 

・（３）特性では、ポイントが示されている。（５）～（７）では、項目ごとに解説があるの

で。また、児童生徒の状態（例）と関連項目、指導内容（例）が示されているので。 

・特に感覚と認知についての説明は、子どもの感覚や考え方を知る上で必要なことだと思っ

ている内容であったから。 

・児童生徒の特性の一覧が見開きになっているため、とても見やすい。 

図13は、指導資料（試案）の「第２章 自立活動

の指導～自立と社会参加を目指して～」は、肢体不

自由教育における自立活動の指導の基本的事項や

目標設定シート作成・活用の手順が分かりやすく示

され、授業づくりで活用できるものであったかにつ

いての回答結果である。 

 

図13 「第２章 自立活動の指導～自立と社会 

参加を目指して～」が活用できるものに 

なっているかの回答結果（n=19） 
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図12 「第１章 肢体不自由教育の基本的理解」が 

活用できるものになっているかの回答結果 

（n=19） 

（人） 
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「分かりやすく示されている」「目標を考える上では有効」等の肯定的な意見が多く挙げられた

（表 12）。 

表12 「第２章 自立活動の指導～自立と社会参加を目指して～」が 

活用できるものに「なっている」「ややなっている」と回答した理由 

 意見 

全体を 

通して 

・活用して慣れれば使いやすそう。 

・例えば、脳性まひの子の実態の「目標設定シート」や評価シートの使用例があるとより

分かりやすいと感じた。 

・「目標設定シート」は児童一人一人について記入するにはとても細かく担任の負担がとて

も大きいと感じた。だたし、授業づくり、一人一人の目標を考える上ではとても有効。 

・障害が重複している児童生徒が多いので、担当する児童生徒の実態と照らし合わせて検

討することができるため。 

・指導書がない肢体不自由教育において、どう組み立てていったらいいか分かりやすく書

かれている。 

各項に 

ついて 

・（２）では、手順が１～５のように示されていて、それぞれチェック項目があるので。評

価シートの例が示されているので。 

・（３）では、関連する他の項目が分かるように表に整理されているので。 

・短期目標設定のポイント、どの項目と関連があるか等分かりやすく示されていた。 

・（３）の一覧が参考にしやすい。‘本項目の指導の留意事項’が共通認識をもって、項目

について考えられるようになって良いと思う。「チェック」マークで文言の確認ができる

のも良い。 

（ウ）考察 

授業実践を担当した教員は、児童の実態把握や具体的な指導内容の設定にあたり、指導資料（試

案）を活用することで「中心的な課題の導き出し方が分かった」、「適切な指導内容を設定すること

ができた」という意見を挙げている。中心的な課題の導き出し方については、主に次に挙げる３点

の専門的な知識や技能が必要となる。１点目は、実態把握は、情報収集する段階と収集した情報を

整理する段階に分かれていることを理解した上で行うこと、２点目は、把握した実態から児童の課

題を明らかにすること、３点目は、挙げられた課題の背景要因や課題同士の関連を整理する中で、

つけてほしい力や獲得すべきことを見出していくことである。「中心的な課題の導き出し方が分か

った」という意見からは、教員が指導資料（試案）を活用した授業づくりを行う中で、実態把握や

課題の整理、中心的な課題を導き出すための知識を得て活用することができたことが分かる。また、

指導内容の設定については、主に次に挙げる３点の専門的な知識や技能が必要となる。１点目は、

設定した長期目標や短期目標を達成するためにどんな指導を行うのかを児童生徒の困難さの原因

や興味関心等を踏まえて検討すること、２点目は、自立活動の内容６区分27項目から必要な項目を

選定し、相互に関連付けて指導内容を設定すること、３点目は、指導資料（試案）に示している具

体的な指導内容を設定する際の配慮事項を考慮することである。「適切な指導内容を設定すること

ができた」という意見からは、教員が指導資料（試案）を活用した授業づくりを行う中で、検討会

に参加した教員同士で様々な視点から意見やアイディアを出し合い、児童一人一人に合った指導内

容を設定することができたことが分かる。このことから、教員が指導資料（試案）を活用した授業

実践を行うことで、肢体不自由教育における障がいの特性等に関する理解や知識を深めたり、個に

応じた指導に関する技能を高めたりして、専門性を向上させることができたと考える。 
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また、授業実践はそれぞれ３日間、同じ学習内容を継続して行った。毎時間終了後には、研

究担当者と担任・副担任による話合いを行い、それぞれの視点から捉えた児童の学習状況や指

導に対する評価を共有した。指導に対する評価に関しては、児童の動きを引き出すための手立

てや支援、不安を軽減するための手立てや支援が適切であったかなどについて、指導内容を設

定する際に関連付けた区分・項目から見直した。例えば、実践１での「教師の模倣をして、上

肢や身体を動かす」という学習活動での支援は、指導資料（試案）の第２章を参考に見直しを

行い、児童が腕をどこまで伸ばすのか、伸ばすとはどのような動きなのかが分かるように、教

師が児童と教師の中間地点で手の平を構え、声掛けと共に視覚的なイメージを提示するように

変更した。このことにより、２／３時間目はＢ、３／３時間目はＡと評価することができた。 

よって、児童の実態把握や中心的な課題の設定が適切になされ、個の教育的ニーズに応じた

指導を行ったこと、ＰＤＣＡサイクルに基づいた指導の改善を行い、児童の変容が見られたこ

とから、充実した指導を行うことができたと考える。 

さらに、授業を参観した教員への調査では、指導資料（試案）は「実態把握や行動の分析に

使えそう」、「授業づくり、目標を考える上で有効」という意見が挙げられている。このことか

ら、指導資料（試案）は肢体不自由教育の専門的な視点を踏まえた授業を行う上で有効であっ

たといえる。 

以上のことから、授業実践において、指導資料（試案）を活用した授業が肢体不自由のある

児童生徒への専門的な視点を踏まえた指導になっており、指導資料（試案）が教員の専門性の

向上と指導の充実のために有効であったと考える。 

（２）調査結果による分析と考察 

ア 調査の目的 

指導資料（試案）に関する調査を通して、その有用性を検証する。得られた結果を基に指導資

料（試案）を修正し、完成を目指す。 

イ 調査対象 

所属校教員（小学部、中学部、高等部）の教諭、講師、非常勤講師98名を対象とした。なお、

回収率は98％（98名中96名）であった。 

ウ 調査方法及び調査内容 

質問紙法による調査を実施した。指導資料（試案）の改善してほしい点や工夫を要するは自由

記述とし、今後の在り方については選択肢を提示し、当てはまるものを選ぶこととした（複数回

答）。（別添【補助資料１（資料10）】「『自立活動指導資料（肢体不自由）』（試案）に関する調査」

pp.39-41参照） 

表 13 検証内容と方法 

手立て 対象 方法 検証内容 

指導資料（完

成版）の作成 

所属校教員 

98名 

質問紙法 ３ 指導資料（試案）全体を通した改善してほしい点や

工夫を要する点について 

４ 指導資料の今後の活用について 
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エ 調査結果の分析と考察 

（ア）改善や工夫を要する点について 

指導資料（試案）全体を通した改善してほしい点や工夫を要する点についての意見と、その対応

をまとめたものが表14である。 

表 14 「自立活動指導資料（肢体不自由）」（試案）全体の意見と対応 

意見 対応 

第
１
章 

（４） 

肢体不自由の

理解 

・脳室周囲白質軟化症の児童生徒の学習障

害的な傾向や言語性の特徴、精神的な不安

定さなどについて相談がある。障害の理解

について記述が欲しいと思う。 

・脳性まひの起因疾患は複数

あり、全て又は特定の疾患に

ついては本指導資料では取

り上げないこととする。 

・教科学習における困難さに

ついては、第３章で示す。 

（６） 

姿勢や身体の

動きについて 

・p.14臥位の種類各々のイラストがあった

方が良い。 

・第１章は、基本的な事項の紹

介である。参考文献等を記載

し、詳細な情報を各自で得ら

れるようにする。 

（８） 

摂食指導につ

いて 

・摂食指導について、もう少し詳しくページ

を割いても良いと思う。 

・同上。参考文献等を記載す

る。 

・よく使われている食器・食具

の写真を掲載する。 

・摂食指導について、食器・食具などイラス

トや写真などを入れてはどうか。または、

文字による食器・食具など。 

（９） 

ＩＣＴ活用に

ついて 

・ＩＣＴのページについて、使用している様

子（付け方、操作方法を簡単に）があると

すぐに活用にもっていけて良い。 

・同上。参考文献等を記載す

る。 

（12） 

進路指導（キャ

リア教育）につ

いて 

・進路指導について、小学部の時点で身に付

けたい内容を具体的に示せると特別支援

の小学部教員の進路に対する意識がもっ

と向上すると思う。 

・「キャリア教育の全体計画に

沿って指導していく」という

文言を追記する。 

（13） 

外部専門家や

関係機関との

連携 

・ＯＴ、ＳＴ、ＰＴはあくまで医師の指示が

基本になると思うので、配慮が必要。 

・文言を検討する。 

第
２
章 

（１） 

指導の基本 

・p.24「自立活動の指導に充てる授業時数」

について、各学校の実態に応じてカリキ

ュラムに位置付けるとともに、教育活動

全般で行われるものでは？説明の文章を

再考した方が良い。 

・教育課程上の位置付けについ

ては、同ページ上部に記載し

ている。授業時数について

は、文言を検討する。 

（２） 

肢体不自由の

ある児童生徒

の自立活動 

・【チェック】はポイントなのか？ヒントな

のか？より詳しく分かるということか？

「はじめに」では、【チェック】としかな

く、もう少し説明か名称を変えるかする

と良い。 

・「はじめに」にて、説明を追記

する。 
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意見 対応 

第
２
章 

（３） 

自立活動の指導内

容と留意点 

・【チェック】に参照ページがあり、（２）

の【チェック】との違いが分からな

い。 

・参照ページの掲載欄の名称を変更

する。 

・表の左端「障害等」のところに疾病名

がある。障害と疾病について、本校で

も違いが分かっていない職員もいる

ので、分かるようにした方が良いの

では。 

・障がいと疾病の違いについて、コ

ラム欄で紹介する。 

・各障害（視覚、聴覚、知的）のところ

は古い情報もあるので、経験のある

教員に聞いてみると良い。 

・『自立活動編』からの引用であり、

その旨を追記する。 

全
体
に
つ
い
て 

・他県の取り組みや実践例など紹介するＵＲＬ集があると、

より読み手に有益かと思う。 

・引用・参考文献等のページで紹介

する。 

・ほとんど文字なので、写真やイラストを使用した方が分か

りやすい。 

・第３章にも写真を掲載し、分かり

やすくなるよう工夫する。 

・後半も図や絵があると嬉しい。 

「
目
標
設
定
シ
ー
ト
」
に
つ
い
て 

・「自立活動の指導における目標設定シート」を昨年度の（校

内）研究で作成してみたが、作成に時間もかかり難しかっ

た。関連図も正直どう作成すればいいか、中心的な課題を

導き出すことはできなかった。作成することで、個別の指

導計画に生かすことができればいいが生かせないで作って

終わりになってしまうのではないかと思う。 

・「目標設定シート」作成・活用のポ

イントについて、説明を追記す

る。（「目標設定シート」や課題関

連図の作成については、指導資料

の普及活動として改めて研修会

等を行いたいと考えている） 

・昨年（校内研究で）やってみて、課題関連図に関して、生徒

一人に対して作成するのにも時間を必要とし、なかなか難

しかった。課題の導きもできていないように思った。これ

を担任が決められた時間内で作ることも、また生かすこと

も難しいと思う。 

・児童生徒が（指導）目標をどのように捉えているのか、確認

できる子はその目標に向かって一緒に歩んでいけるのでは

ないかと思う。 

・児童生徒と共に「目標設定シート」

を活用して授業づくりをする際

のポイントについて、追記する。 

 第１章について、いくつかの項目でより詳細な記載や説明が必要であるという意見が出された。それ

ぞれの項目について、多くの教員が理解を深めていく過程で詳細な情報を必要としているためと考える。

第１章は「肢体不自由教育の基本的理解」とし、児童生徒の指導に当たる上で踏まえておくべき基本的

な知識や指導上の留意点、自立活動の指導との関連例について示している。その説明を追記するととも

に、それぞれ参考文献等を記載し、詳細な情報を各自で得られるようにする。 

 第２章については、【チェック】欄の意味や使い分けについて意見が出された。【チェック】欄は基本

的事項の要約とすることとし、【参照】欄を追加して言葉の解説ページを示すこととする。加えて、それ

ぞれの欄の説明を「はじめに」のページに追記する。 

また、「目標設定シート」の作成・活用については、指導資料での説明だけでは難しさを感じている教

員がいることや、課題関連図の作成に関しての不安があることが分かった。これを受けて、「目標設定シ

ート」の作成・活用のポイントを【ポイント】欄を追加して示すこととする。 
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（イ）今後の活用について 

図14は、自立活動の授業以外で、今後どのような場面で自立活動指導資料（肢体不自由）を活用

してみたいかについての回答結果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最も多いものは、「児童生徒の実態把握」の72人、次は、「個別の指導計画や年間指導計画の立案」

の63人であった。続いて、「各教科等での指導（各教科等を合わせた指導）」の38人、「相談支援や教

育相談」の27人、「新任者研修」の24人であった。比較的少なかったものは、「進路指導」の８人で

あった。 

この結果から、肢体不自由教育に携わる教員は自立活動の指導以外の場面においても実態把握や

児童生徒の個に応じた指導を行うための支援資料を必要としていることが分かった。 

（ウ）考察 

さきに行った「肢体不自由教育における教員の専門性に関する調査」において、客観的な実態把

握や個に応じた指導に関して悩みや困難さを感じている教員が多いことが分かった。これを受けて

作成した指導資料（試案）には、第 1章に肢体不自由のある児童生徒の特性や実態把握に必要な視

点、第２章に個別の指導計画の作成手順や個別の指導計画作成の基になる「自立活動の指導におけ

る目標設定シート」作成のための手順やポイントを示した。今回の調査では、指導資料（試案）の

活用場面として、実態把握や個別の指導計画、年間指導計画の立案時という意見が多く挙げられて

いることから、適切な実態把握と個に応じた授業づくりを展開するための資料として活用されるこ

とが推察され、自立活動指導資料（肢体不自由）の活用により教員の専門性の向上につながるもの

と期待できる。 

また、第３章に示された各教科の指導上の配慮事項、自立活動との関連は、各教科等での指導や

各教科等を合わせた指導における授業づくりに指導資料が活用されることやＰＤＣＡサイクルを

確立した指導の展開が見込まれ、指導の充実につながるものと期待できる。 

以上のことから、作成した自立活動指導資料（肢体不自由）は、自立活動の指導以外においても

活用が期待でき、幅広い活用を通して、肢体不自由教育の専門性の向上と指導の充実につながるも

のと考える。 
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図 14 自立活動の授業以外での「自立活動指導資料（肢体不自由）」の活用（複数回答）（n=93） 
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４ 「自立活動指導資料（肢体不自由）」の完成 

指導資料（試案）を活用した授業実践と調査結果から得られた内容を受け、表15のように修正を行

い、自立活動指導資料（肢体不自由）の完成につなげた。 

表 15 「自立活動指導資料（肢体不自由）」の修正（一部抜粋） 

項目及びページ 修正箇所 

第１章 

（８）摂食指導について

pp.16-17 

・食器・食具の写真と説明を追加掲載。 

 

 

 

 

 

第２章 

（２）肢体不自由のある

児童生徒の自立活動

pp.35-44 

・「自立活動の指導における目標設定シート」を活用して目標設定をす

る際のポイントを「ポイント欄」に示して説明。 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

（３）自立活動の指導内

容と留意点pp.45-76 

・参照ページの掲載欄を修正して掲載。 

 

 

 

 

Ⅷ 研究のまとめ 

 １ 全体考察 

本研究の目的は、肢体不自由のある児童生徒の自立と社会参加のために必要な資質・能力を育成

するために、肢体不自由教育における専門的な視点を踏まえた授業実践を通して、教員の専門性の

向上と指導の充実に資することである。 

そこで、肢体不自由教育における「教員の専門性に関する調査」、「調査結果を基にした指導資料

（試案）の作成」、「指導資料（試案）を活用した授業実践」の三つの手立てによって研究を進め、

指導資料（試案）の有用性について検証を行った。 

教員の専門性に関する調査では、肢体不自由教育に携わる上で必要な専門性の要素を明らかにす

ることができた。また、同調査では悩みや難しさを抱えながら指導している教員の現状を明らかに

することができたことから、自立活動指導資料の必要性を裏付ける上で調査は有効であった。 

調査により明らかになった専門性の要素と肢体不自由のある児童生徒の自立活動の指導に関す

る内容を関連付けて整理した。また、教員が抱える悩みや難しさを解消するための手立てとして「目

標設定シート」の作成・活用について示し、肢体不自由教育における専門的な視点を踏まえた自立

活動の指導を行うための資料となる指導資料（試案）を作成した。 

第 46 回日本肢体不自由教育研究大会（令和４年） 

「セミナーA2 自立活動の指導の課題設定と評価」演習資料を基に作成 

 
ポイント 

目標設定シートの作成は、担任だけでなくチームで取り組むこと、 

様々な立場からの意見を交換する場を設定することが大切です。 

教員一人一人の児童生徒の実態の捉え方や見方、考え方が違うこと 

を踏まえ、それぞれの意見や情報を出し合いましょう。 

話し合いの場では、出された意見を尊重する雰囲気づくりを大事に 

しましょう！ 

参照 
コミュニケーション 

p.15 
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授業実践においては、作成した指導資料（試案）を活用することで児童の実態から指導すべき課

題を明らかにし、個に応じた指導内容や指導方法を設定した。児童の指導すべき課題と自立活動の

内容６区分27項目との関連を整理し、指導方法を検討することで、肢体不自由教育の専門的な視点

を踏まえた授業づくりを行うことができた。また、授業担当者への聞き取り調査や授業参観者への

質問紙調査の結果から、指導資料（試案）の有用性を明らかにすることができた。さらに、授業実

践において「目標設定シート」の作成・活用例を示すことは、多くの教員から悩みや難しさとして

回答のあった「実態把握から目標・指導内容・支援方法を設定する流れ」に関して理解を促すもの

であった。加えて、学習状況や指導に対する評価により指導の手立てや支援方法の改善を行うこと

ができた。このことから、指導資料（試案）を活用した授業実践は、教員の専門性の向上や指導の

充実につながったといえる。 

また、実践後の指導資料（試案）に関する調査で得られた回答を基に、必要とされる情報を追記

したり、内容を再整理したりするなどの改善を加えることで、実践に役立つ自立活動指導資料（肢

体不自由）を完成させることができた。 

これらのことから、本研究で作成した自立活動指導資料（肢体不自由）は、肢体不自由教育にお

ける教員の専門性の向上と指導の充実を図るために有効であり、肢体不自由のある児童生徒の自立

と社会参加のための資質・能力の育成につながる一助となるものであると考える。 

今後は、肢体不自由教育に携わる教員が自立活動指導資料（肢体不自由）を活用した自立活動の

授業実践を重ねていくことで、肢体不自由教育における教員の専門性の向上と指導の充実が図られ

ていくとともに、肢体不自由のある児童生徒の自立と社会参加のための資質・能力の育成が進めら

れるものと考える。 

２ 研究の成果 

 本研究の成果として、次の４点を挙げる。 

（１）肢体不自由教育における教員の専門性に関する調査により、肢体不自由教育に携わる上で必要と

される専門性の要素を明らかにし、整理することができた。 

（２）調査により明らかになった専門性の要素と肢体不自由のある児童生徒の自立活動における指導に

必要な内容を整理し、指導資料（試案）の作成につなげることができた。 

（３）指導資料（試案）を活用した授業実践及び指導資料（試案）に関する調査により、指導資料（試

案）の有用性と今後の自立活動指導資料（肢体不自由）の活用の方向性について検証し、明らかに

することができた。 

（４）指導資料（試案）に関する調査により得られた意見を基に改善・充実を図り、自立活動指導資料

（肢体不自由）を完成させることができた。 

３ 今後の課題 

 本研究の課題として、次の１点を挙げる。 

（１）本研究では、自立活動の時間における指導についての授業実践を行った。今後は、各教科の指導

での自立活動の時間における指導との関連についても自立活動指導資料（肢体不自由）を活用した

授業を行い、検証しながら改善・充実させていく必要がある。 

 

＜おわりに＞ 

 長期研修の機会を与えて下さいました関係各位並びに授業実践に御協力いただきました所属校の諸

先生方と児童のみなさんに心から感謝申し上げ、結びの言葉といたします。 
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